
 

資料３ 

 

地域医療連携推進法人（仮称）内における 

病床の再編の医療計画上の取扱いについて（案） 

 

○ 地域医療連携推進法人（仮称）が参加法人に係る病院等の機能の分

担及び業務の連携を推進する上で、病床の再編が有効となる場合が考

えられるが、現行の基準病床数制度では、全体の病床数が増加しない

場合であっても、病床過剰地域において個々の病院等で増床等がなさ

れる場合には、都道府県知事の勧告の対象となる（※）。 

 

※ 例えば、病床過剰地域において、ある地域医療連携推進法人（仮称）の参加法

人であるＡ法人が開設するＡ病院（200 病床）と、Ｂ法人が開設するＢ病院（200

病床）について、地域の医療需要等を踏まえ、Ａ病院（350 病床）とＢ病院（50

病床）に病床数を変更する計画が立てられた場合など。 

 

○ 今般、地域医療連携推進法人（仮称）制度を創設するに当たり、連

携推進方針（仮称）に沿った機能の分担及び業務の連携を円滑に進め

るため、地域医療連携推進法人（仮称）の参加法人に係る病院等の病

床の再編において、病床過剰地域であっても、地域医療構想区域を基

本とした地域における病院等の間での病床の融通を認める基準病床数

の特例（※）を設けることを検討する。 

 

※ 現行の医療法では、①急激な人口の増加等の「特別な事情」により病床の整備

が必要となる場合（第 30 条の４第７項）及び②救急医療のための病床等、更な

る整備が必要となる「特定の病床」について整備する場合（同条第８項）におい

て、基準病床数の特例が設けられている。 

また、一部の都道府県では、同一法人内の病院等の病床の再編において、病床

過剰地域であっても、地域医療の確保の観点から個別判断により病院等の間での

病床の融通に関して勧告を行わないといった運用がなされている。 

 


